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決算特別委員会会議録 

 

日時      平成２０年１０月１０日（金）  開会時間 午前１０時０７分 

                        閉会時間 午後 ２時１２分 

 

場所      第３委員会室 

 

委員出席者   委員長  保延  実 

        委 員  前島 茂松  深沢登志夫  土屋  直  中村 正則 

             髙野  剛  望月 清賢  石井 脩德  堀内 富久 

             竹越 久高  木村富貴子  樋口 雄一  中込 博文 

             白壁 賢一  安本 美紀  仁ノ平尚子  土橋   亨 

 

委員欠席者   副委員長 渡辺 英機 

 

説明のため出席した者 

        知事政策局長 小松 重仁  知事補佐官 中村 康則 

知事政策局次長 後藤 雅夫  知事政策局次長（秘書課長事務取扱）平出  亘 

政策参事 藤江  昭  政策参事 山本 正彦  政策参事 清水 享子 

広聴広報課長 田中  宏  行政改革推進課長 都築 敏雄 

         

        企画部長 輿石 和正  県民室長 小林 勝己  企画部理事 中澤 正徳 

        企画部次長 古屋 博敏  企画部次長（企画課長事務取扱）安藤 輝雄 

企画部次長（リニア交通課長事務取扱）小林  明  県民室次長 三枝  博 

企画部参事 清水  徹  世界遺産推進課長 吉澤 公博 

北富士演習場対策課長 小林 隆一  情報政策課長 原間 敏彦 

情報産業振興室長 小田切一正  統計調査課総括課長補佐 望月 和俊 

県民生活課長 相沢  享  食の安全・食育推進室長 小沢 和茂 

生涯学習文化課長 八木 正敏  青少年課長 岩間  康 

男女共同参画課長 河野 義彦 

         

        観光部長 進藤 一徳  観光部次長 清水 文夫 

  観光企画課長 山田 幸子  観光振興課長 堀内 久雄 

  観光資源課長 山下 正人  国際交流課長 窪田 克一 

 

        会計管理者 中澤 正史  出納局次長（会計課長事務取扱）窪田 守忠 

        管理課長 樋口 雅行  工事検査課長 山田 佳男 

 

        総務部長 古賀 浩史  防災危機管理監 花形 俊雄 

総務部理事 芦澤 喜博  総務部次長 深沢 博昭 

        総務部次長（人事課長事務取扱）芦沢 幸彦  職員厚生課長 中澤 卓夫 

        財政課長 福冨  茂  税務課長 渡辺 祐一  管財課長 矢島 孝雄 

        私学文書課長 高木  昭  市町村課長 久保田克己 

        消防防災課長 窪田 春樹 

 

        県土整備部長 下田 五郎  県土整備部次長 丹澤  博 

        県土整備部技監 宮田 文夫  県土整備部技監 河西 邦夫 
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        県土整備部総括技術審査監 山本  力  県土整備総務課長 小幡 尚弘 

美しい県土づくり推進室長 野田 祥司  建設業対策室長 斉藤 倍造 

技術管理室長 井上 和司  用地課長 飯室  博 

道路整備課長 上田  仁  道路企画室長 小池 雄二 

道路管理課長 小島 康夫  治水課長 樋川 和芳 

砂防課長 宮澤 佐敏  都市計画課長 手塚 茂昭 

下水道課長 小野 邦弘  住宅課長 末木 正文 

建築指導課長 望月  等  営繕課長 山本 誠司 

 

議題  認第１号 平成１９年度山梨県一般会計及び各特別会計歳入歳出決算認定の件 

 

審査の概要    午前１０時９分から午前１０時２９分まで会計管理者及び出納局次長から概況

説明を受けた後、午前１０時３０分から午前１１時１分まで知事政策局、企画部、

観光部及び出納局関係の部局審査を行い、休憩をはさみ、午後１時２分から午後

２時１２分まで総務部及び県土整備部関係の部局審査を行った。 

 
質疑  知事政策局、企画部、観光部、出納局関係  
 

（諸費について） 

樋口委員   企の４ページ、企画部所管の諸費ですけれども、国際交流事業費等が計上して

ありますが、この手の科目名はずっと諸費という形で扱ってきているんでしょう

か。昨年度のことでありますけれども、今年度も、あるいはこれからもそういう

形で続いていくんでしょうか。 
  
安藤企画部次長   この４ページの一番下の諸費、１億３ ,５７６万４ ,０００円は、今年度から観

光部となっております国際交流課の経費でございまして、企画部にありました昨

年度までは総務費の中の諸費ということで予算計上してきたと考えております。 
 

（新たな観光振興推進体制の確立について）  
樋口委員   今年度からは、観光部の所管になるということで理解してよろしいですか。わ

かりました。 
 観の４ページでありますけれども、観光宣伝費の中の新たな観光振興推進体制

の確立の中身について教えてください。 
 
堀内観光振興課長   新たな観光振興推進体制でございますけれども、現在、県の観光物産連盟とい

う組織がございます。これは社団法人でございますけれども、そのほか、大型観

光キャンペーンを推進している山梨県大型観光キャンペーン推進協議会という

組織や、国際観光を推進している組織がございまして、民間とか市町村からは、

組織が幾つもあってわかりにくい、負担金も重複しているのではないかという指

摘を受けております。そのために、今年度、検討会議を立ち上げまして、現在、

数度にわたって議論をしているという状況でございます。 
 
樋口委員   いろいろな主体があって、それを統合してまた新たに今年度進めていくという

ことですけれども、観光宣伝で９ ,０００万円使っているという点について教え
てください。成果説明書にはそうあるんですが、どういうことでしょうか。 

 
堀内観光振興課長   ９ ,０００万円についてのお尋ねでございますけれども、１つは今申し上げた

ような組織、そのほか観光宣伝費が入ってございますので、そのために経費が大
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きく膨らんでいるということでご理解をいただきたいと思います。 
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質疑  総務部、県土整備部関係 

 
（県税の収入未済について）  

竹越委員   まず、県税の収入未済について伺います。説明をいただいた資料では総１とい

うところなんですが、別の資料のほうがわかりやすいと思うので、これは監査委

員からの意見書という書類があります。その中を開くと、１０ページ以降にあり

ます。ご説明をいただいた決算説明資料では、収入未済の総額が書いてあって、

主なものとして県民税、不動産取得税、自動車税とあるが、収入未済額は過去の

収入未済の積み重ねがあらわれてきているものと見ていいのか。 
 その中で、前年度の収入未済の中で１９年度不納欠損したものは除き、また新

たに収入未済が発生したものを足し合わせたもの、積み重ねたものが収入未済額

と見てよろしいんでしょうか。 
 
渡辺税務課長   ただいま竹越委員がおっしゃられましたとおり、この収入未済額につきまして

は、１９年度課税分のみではなくて、それ以前の課税の部分も含めて、全体の収

入未済額ということでございます。 
 
竹越委員   １８年度に比べると１９年度のほうがたしか増えていると思うんですが、トー

タルで幾らか教えてください。 
 
渡辺税務課長   収入未済額につきましては、昨年度は１８年度よりも１億７ ,５２８万円増え

ております。 
 
竹越委員   その理由をお答えください。 
 
渡辺税務課長   収入未済額の増加の理由でございますが、昨年度、個人県民税に所得税からの

税源移譲がございました。それに伴いまして、個人県民税の収入未済額が５億１ ,
１００万円ほど増えております。それで、昨年度、特に徴収対策を強力に実施し

たところでございまして、その他の税目については収入未済額が３億３ ,６００
万円ほど減っております。これは、個人県民税の税源が増えてパイが大きくなっ

たということと、市町村によってですけれども、制度改正に伴って徴収が非常に

困難になったという２つの要因があって、個人県民税の収入未済額が増えたので

はないかと思われます。 
 
        （県税の徴収対策について）  
竹越委員   それはわかりました。 

 それで、徴収対策について、個人県民税については、昨年度から市町村と協力

しながらという話や、自動車税については、今年度、差し押さえの簡易な方法も

やっていることは聞いております。そういうふうな対策について、若干具体的に、

昨年度からやっていることについてお述べいただきたいと思います。 
 
渡辺税務課長   県税の関係の徴収対策でございますが、委員がおっしゃられていた自動車に関

する差し押さえにつきましては、昨年度タイヤロック装置というものを大量に購

入しまして、具体的には５０台ほどなんですけれども、この装置を活用した自動

車の差し押さえを強力に行っております。 
 それから、個人県民税の対策でございますが、個人県民税につきましては市町

村が市町村民税と一緒に賦課徴収することになっております。今までは市町村に

賦課徴収をお願いしていたわけですけれども、このように収入未済額が増えてい
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る状況の中で、県も協力するということで、今年度４月から地方税滞納整理推進

機構を設置しまして、共同して徴収をするような形で徴収対策を実施しておりま

す。 
 
竹越委員   額はそんなにじゃないですけれども、ゴルフ場利用税と軽油引取税については

どんな対策をとられているのか。 
 
渡辺税務課長   まず軽油引取税でございますが、軽油引取税につきましては、特別徴収をとっ

ております。元売業者あるいは特約業者が、引き取りした業者から特別徴収とい

うことで税金分を徴収しまして、それを納付することになるんですが、商慣習と

いいますか、若干回収に時間がかかる可能性があるということで、徴収猶予の制

度がございます。２カ月ほど徴収猶予できるということで、年度をまたいでしま

うという部分がありまして、それを除きますと１００％に近い徴収率になるとい

うことでございます。なお、企業が倒産してしまって回収できないということも

ございますが、現況では軽油引取税の場合はおおむね徴収ができるという形でご

ざいます。 
 一方、ゴルフ場利用税も、やはり利用の際にゴルフ場経営者が特別徴収してお

り、現年分はおおむね１００％になっております。一部につきましては、いわゆ

る会社更生法等の中でまだ整理ができていないという部分で、いまだに収入未済

になっているというところでございます。これは交付要求等で対応しているとこ

ろでございます。 
 
竹越委員   ゴルフ場利用税はわかりました。軽油引取税については、年度のタイムラグが

あるんだけれども１００％。でも、この資料でいくと１９年度、不納欠損が７０

０万円ぐらいあるじゃないですか。これは時効でこうなるのかな。大体毎年この

ぐらいは出てくるということ？出ているということは、ほんとうに１００％な

の？ 
 
渡辺税務課長   当然、不納欠損している部分につきましては、最終的に徴収ができなかったと

いうことでございますので、全くゼロということはございません。その理由は、

特約業者が倒産してしまった場合に、それが最終的に終結した場合は不納欠損で

落とさざるを得ないというところが実態かと思います。 
 
竹越委員   もう一つは、法人県民税あるいは事業税は、今まで景気は緩やかに回復基調み

たいなことがあったけれども、やはり滞納は増えていると見ていいのか。１９年

度、この動きはどうなんですか。 
 
渡辺税務課長   法人の関係につきましては、申告納付制度をとっておりまして、基本的には徴

収率は１００％になります。ところが、収入未済で上がってくる案件といいます

のは、国税の調査等におきまして更正なり修正があった場合に収入未済が出てし

まう。この場合は、事後的にではございますが、非常に経営が苦しい場合が多く

て、不納欠損になってしまう可能性もございます。 
 
        （道路使用料・河川使用料の収入未済について）  
竹越委員   ご説明はご説明として受けておきたいと思います。 

 今度は、県土整備部についてお伺いします。同じように収入未済について、県

土２ページであります。額は小さいんですけれども、道路使用料あるいは河川使

用料があります。３つ目の県営住宅はわかります。県営住宅の使用料だからわか
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りますが、道路の占用と河川占用の占用の形というのか、どういうのが多いんで

しょうか。特に収入未済として出ているものについて、どういうのが多いのか教

えていただけますか。 
 
小島道路管理課長   道路占用につきましては、個人の占用あるいは法人の占用になりますので、看

板とか出入り口の占用が多い形になっていまして、７２件ということになってお

ります。９月３０日現在ですと、その後の督促等によりまして、５４件、１４６

万円余の未納となっております。 
 
竹越委員   住宅については長期、訴訟手続などもとりながら督促をし、ちゃんと法的措置

を講ずるじゃないですか。道路使用料については収入を担保する手当ては何かあ

るのですか。 
 
小島道路管理課長   １件当たりの使用料の額も小さいという言い方をするとおかしいところもあ

るかと思いますけれども、何万円単位のものが多く、徴収に要する経費等もござ

いますので、現在のところは督促状の送付、あるいは直接訪問して支払いを督促

するという方法をとっております。 
 
竹越委員   確かに割り算すると１件当たりの額は小さい。だから平均値より低いものもあ

るから経費のほうがかかっちゃうのかもしれない。けれども、やはり占用によっ

て利益を受けているわけだから、きちんとよく説得をするとか、あるいは占用で

すから、河川に橋をかけているやつも入っているのかな、そんなのはなかなか撤

去することは大変なんでしょうけれども、占用状態を解消するということはでき

ないの？ 
 
小島道路管理課長   占用物件と申しましても個人の所有物でございますので、道路管理者もしくは

河川管理者が直接的に撤去とか使用を禁止するような措置をすることは、現状で

は困難でございます。 
 
竹越委員   もちろん県が直接やれということではなくて、督促のときには支払わなければ

撤去するとか、そういうことについては当事者に通知なりなんなりしているんで

しょう？ 
 
小島道路管理課長   現に使っているものをやめてくださいとはなかなか言えませんけれども、ぜひ

支払いのほうをお願いしますという督促をさせていただいております。 
 
竹越委員   それ以上追及しませんけれども、やはり住宅もそうだけれども、利益を受けて

いたらそれについての対価はちゃんと払っていただくように。公平だから税金だ

って同じだよ。額が小さいからいいというわけではなくて、これは義務として納

めてもらうものは納めてもらう。特に占用なんかは利益を受けているわけだから、

そういう努力は惜しまないでいただきたいと思います。 
 

（山梨県立大学の公立大学法人化について）  
         県立大学のことについて伺いたい。山梨県立大学も公立大学法人化に向けての

検討が１９年度に行われました。それで決算審査の域を出ない程度に質問してい

きたいと思います。 
 県立大学の法人化については、粛々と進んでいると私は承知をしています。県

立病院のほうはいろいろ議論がありますけれども、こちらのほうは一通り問題な
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く進んでいると受けとめてはいます。いますけれども、あまり議会の中で議論が

なかったようにも思っているので、幾つか確認をさせていただきたいと思います。

検討委員会の報告を受けて、いずれ大学についても議決案件として出されるので

しょうが、しかし法人化するという県の姿勢を決めたのはどの時点であるのか。 
 
高木私学文書課長   竹越委員の質問にお答えいたします。県のほうで決めた時期でございますけれ

ども、昨年の１２月に「チャレンジ山梨行動計画」及び「山梨県行政改革大綱」

の中に位置づけたということでございます。ということで昨年の１２月というこ

とになると思います。 
 
竹越委員   それで、国立大学の場合は法律で移行するようになっていますから有無なく移

行するわけですが、病院もそうなんですけれども、県立大学の場合は別にやらな

くてもいいわけなので必要があってやるということだろうと思うんです。それで、

県立大学を法人化するメリットというのは、一言で言えば何が一番大きいのか教

えてください。 
 
高木私学文書課長   県では検討委員会を設置しまして、その報告をこの３月に出しました。その中

で整理してございますけれども、一言で言いますと、効率的な大学運営を図って

いくということでございます。 
 
竹越委員   国立大学はすべて移行していますから、その移行の状況など、いろいろな報告

といいますか、本などもあります。その中でやはり大学だから、単なる運営の効

率性以外にも、その先、研究とか教育について、より充実したものができるとい

うところが表に出てきてほしいなという感じがするわけです。そういう議論はな

されたのでしょうか。 
 
高木私学文書課長   今申し上げました効率的な大学運営が図れるという前提としまして、機能的な

意思決定が図れるということがあると思います。そうしたことを通じまして、大

学独自にさまざまなものが判断できますので、委員がおっしゃるような研究、教

育機能の高度化というものにかなり貢献することにはなると思います。ただし、

検討委員会では、特にそういうものを議論してレポートの中に整理したというこ

とはございません。 
 
竹越委員   病院と比べてはいけないけれども、わかりやすいから言うと、病院のほうはス

タッフの診療体制を拡充すれば、収入を増やすことも可能なわけです。ただ、大

学の場合には、多分収入と言えば授業料など学生が負担するものと、県費の２つ

だけだろうなと思って、稼ぎ出すという余地はあまりないじゃないですか。そう

いう面で、効率的な運営というところについて何となくぴんとこない面があるん

です。むしろ教育の面で、よりこういうところに効果が発揮できるというところ

も欲しい。 
 今、大学などにはなかなか国の研究費などあまり出ないから、民間からも研究

費などを調達していると聞いています。特に基礎物理学などにはあまりどこも出

してくれなくて、大変なんですけど。それはそれとして、報告書をよく読んでみ

ると、外部資金の導入の自由度も高くなっていると書かれている。先ほど申し上

げた報告の県立大学の公立大学法人化に向けての基本的な考え方の中に、受託研

究や優良事業などの外部資金の導入の自由度が高くなると書かれている。県立大

学の場合、あんまりぴんとこない。もちろん看護学部にはあるのかもしれない。

いずれにしても、どういうことを具体的にお考えになってのことなんでしょうか。



平成２０年度決算特別委員会会議録 

- 8 - 

今申し上げた外部資金などの導入の話については、どんなことを考えられたのか。 
 
高木私学文書課長   山梨大学は燃料電池の関係で、ＮＥＤＯからかなりの委託を受けまして研究を

進めております。そういうように、大学が持っている研究機能に基づいて、今申

し上げたような公益的な団体を含めて、また民間も開発をしていけるようなもの

が県立大学にあれば、そういった分野で外部の資金も取り入れることができると

思います。具体的に、今ここでどういうものがあるかというのはお答えができま

せんけれども。 
 
竹越委員   県立大学の法人化については、特に大学の中でも異論というか、むしろ関連す

るような話が強いとも聞いておりますから心配しているわけであります。しかし、

やはり県立から離れるということについては、特に地方の大学の経営というのは

これから学生も少なくなるときに、県立大学のあり方をこれまでもいろいろ考え

てきてこういうふうになったわけですね。そういう面で、病院よりもむしろ県の

直接的な支えがないととても運営できるものではないし、これから余計そういう

ものが必要になってくるという感じがするんです。国立大学よりも地方の大学の

ほうが、大学の経営という面では大変だなと思っているわけであって、病院はど

うなるかよくわかりませんけれども、ぜひそういう点をしっかり認識しておいて

いただきたいと思います。最後に、移行のスケジュールをお願いいたします。 
 
高木私学文書課長   法人化は２２年の４月１日を目標に進めております。今年度、県庁の内部でさ

まざまな事項を検討しまして、来年度になりましたら議会に幾つか議決をお願い

するような形で考えております。今年、来年準備をして２年後に法人化になると

いうことであります。 
 

（健全化判断比率について）  
竹越委員   わかりました。２年後という話ね。 

 では今度、別の話でもう一個。健全化判断比率というのが１９年度の検査をも

とに公表されました。財政健全化法に基づいて公表されました。それで、議会に

はこうやって報告をいただきましたけれども、県民一般にこれだけ提供して、ど

れだけ理解できるのかわかりませんが、こういう資料をつくったということは、

できるだけ多くの人に見てもらって、財政のことを考えてもらおうというのが多

分意図だろうと思うんです。そういう意味で、県ではこの資料をどういうふうに

県民に知らしめていくのか。県のホームページを見たら、ちょっと検索の仕方が

まずかったのかどうかわかりませんけれども、例えば県のホームページはどうい

うふうになっているのか。 
 
福富財政課長   公表につきましては、もちろん議会にご報告をしまして、あわせまして県庁ホ

ームページにも掲載をしてまいります。それからあと、記者への投げ込み等を通

じまして、マスコミへの公表もあわせてしておるところでございます。 
 

竹越委員   私どもがいただいた資料には計算された数字だけではなくて、そのもととなる

数字、例えば一般会計の実質赤字額とか、あるいは公営企業会計の資金不足額と

いうところが書いてあるからいい。計算された数字だけだと、ああ、そうかとい

う程度になってしまって、なかなかわかりにくいじゃないですか。できるだけも

う一歩手前の数字もお示しいただきたいし、欲を言えば、みんな専門的な話なの

で大変難しいんです。そう簡単に説明できないのかもしれませんけれども、意味

合いというのをわかりやすく、この指標はどういうことをあらわすんですよとい
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うような解説もつけていただいてお示しされるといいのかと思うのですが、そう

いう点についてはどうなんでしょう。 
 
福富財政課長   各指標、今回は４指標なわけですけれども、複雑なバックデータがあって、そ

れでできるだけわかりやすいようにということでつくられた指標でありますが、

そうはいっても数字だけお見せすると、やはりそれはそれでまたわかりにくいと

いうこともございますので、公表に当たりましては指標の意味というものまで、

できるだけつけて公表するようにいたしております。さらには、説明しようと思

うとまた専門的用語も重ねるということもございますので、できるだけ間違いの

ないようにかみ砕いた形では書いておりますけれども、今後もそういった指標の

意味をできるだけわかりやすく説明するものも添付するとともに、その指標だけ

ではなくて、例えば中期見通しを出していく中でも、もう少し違う角度でわかり

やすく説明できればという工夫もしながら説明していきたいと思っております。 
 
 
その他     ・各会計の決算状況に対する意見がある場合は、「決算特別委員会審査意見書」に

より１１月１２日までに提出し、１１月１７日及び１８日開催予定の総括審査

で、当日の意見とあわせて審査することとした。 
        ・出納局、人事委員会事務局、監査委員事務局、労働委員会事務局及び議会事務

局については、経常経費のみであるため、執行部からの説明は省略する扱いと

した。 
 
 

以   上 
 
                        決算特別委員長 保 延  実 


